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総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 

第１０回エネルギープロジェクトチーム議事概要 

 

日 時：平成２０年２月２３日（月）１７：００～１９：００ 

場 所：中央合同庁舎４号館 共用１２１４会議室 

 

出席者：相澤議員、赤井委員、石谷委員、須藤委員、田井委員、田中委員、本田委員、 

松橋委員、松村委員、武藤委員、村上委員、山下委員、山地委員 

文部科学省：板倉課長、千原室長 

経済産業省：上田企画官、佐藤課長補佐 

事務局：原沢参事官、朴木、中村他 

 

１．開会 

２．議題 

 （１）環境エネルギー技術革新計画の戦略的推進について 

 （２）第３期科学技術基本計画におけるフォローアップについて 

（３）その他 

３．閉会 

 

（配付資料） 

資料１―１ 低炭素社会の実現に向けた「環境エネルギー技術革新計画」の戦略的推進 

資料１－２ 「環境エネルギー技術革新計画」のフォローアップ方針（案） 

資料２―１ 分野別推進戦略中間フォローアップのスケジュール 

資料２－２ 「分野別推進戦略」中間フォローアップにおける取りまとめ様式等について 

資料３   現状におけるエネルギー分野の課題や問題点と対応方針（案） 

資料４－１ 重要な研究開発課題の進捗状況（文部科学省） 

資料４－２ 原子力関連の研究開発の動向（経済産業省） 

 

参考資料１ ２００９年の科学技術政策の重要課題 
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午後５時００分 開会 

○原沢参事官 それでは、ただいまより総合科学技術会議基本政策推進専門調査会エネルギー

プロジェクトチーム第10回会合を開催いたします。 

 まず初めに、エネルギーＰＴのメンバーに変更がありましたので、ご紹介と一言あいさつを

いただきたいと思います。 

 これまで、座長でありました薬師寺先生が１月６日に退任されました。そのかわりといたし

まして、相澤議員が座長に就任されました。本日は欠席でございますけれども、白石議員と今

榮議員、お二人とも新任でございますけれども、新たにエネルギーＰＴのメンバーとして加わ

りました。 

 それでは、相澤議員にあいさつをいただきます。よろしくお願いいたします。 

○相澤座長 相澤でございます。皆様大変お忙しいところをお集まりいただきまして、まこと

にありがとうございました。今回いろいろな難しい局面も出てまいりましたので、新たな気持

ちで座長を務めさせていただきますので、よろしくご協力のほどをお願い申し上げたいと思い

ます。 

 現在、このＰＴでは、第３期科学技術基本計画のフォローアップを行っております。このＰ

Ｔだけではなく、各分野のＰＴでフォローアップが始まっているわけであります。全体をまと

める総合ＰＴというものがございますので、そちらで全体の総括をいたします。私は、総合Ｐ

Ｔの座長もしておりますので、すべてのＰＴをまとめるという立場でもあります。 

 本日は、エネルギーＰＴでのフォローアップのまとめをご検討いただくということになって

おります。さらに、先週の金曜日に総合科学技術会議の本会議が行われましたが、その席で報

告されました環境エネルギー技術革新計画のフォローアップについてもご検討いただくという

ことになっております。今後、ただ単なるフォローアップだけではなく、戦略的に推進すると

いうことが入ってまいりまして、これから新たなタスクが加わってまいります。それについて

も、このエネルギーＰＴでご意見をいただければと思っております。 

 非常に重要な局面でいろいろなことをお願いいたしますので、どうぞよろしくご協力をいた

だければと思います。 

 それでは、今後の進行は、石谷座長補佐にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願い

いたします。 

○原沢参事官 ありがとうございました。 

 本日は、全員の委員の先生方がご出席であります。この会議は公開でありまして、資料、議
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事録はホームページに載せます。 

 それでは、議事に入る前にまず資料の確認をいたします。お手元の議事次第の次から、資料

１－１、低炭素社会の実現に向けた「環境エネルギー技術革新計画」の戦略的推進というもの

がございます。その後ろに、資料１－２、「環境エネルギー技術革新計画」のフォローアップ

方針（案）でございます。その後ろに、１枚紙でございますが、資料２－１、分野別推進戦略

中間フォローアップのスケジュール。資料２－２、「分野別推進戦略」中間フォローアップに

おける取りまとめ様式等についてがございます。資料３がちょっと分厚めですが、現状におけ

るエネルギー分野の課題や問題点と対応方針（案）でございます。その後ろに、パワーポイン

トの印刷物ですが、重要な研究開発課題の進捗状況、資料４－１。そして資料４－２といたし

まして、原子力関連の研究開発の動向という資料がございます。その後ろに、参考資料１とい

たしまして、先ほどご紹介がありました2009年の科学技術政策の重要課題というのがございま

す。机上資料といたしまして、前回のＰＴの議事録がございます。あと、机上には、机上資料

といたしまして、資料の１から７がファイルにおさまっておりますけれども、科学技術基本計

画からエネルギー基本計画までが、机上資料という形で取りまとめております。 

 以上が資料でございますが、不足等ございましたら、事務局までご連絡ください。 

 では、石谷先生、よろしくお願いいたします。 

○石谷委員 本日はお忙しいところ、お集まりいただきましてありがとうございました。 

 早速議事に入らせていただきますが、最初に前回の議事録の確認をさせていただきます。机

上資料１のとおりでございます。それぞれの先生方のご発言の部分に関しましては、既に確認

がとれております。これで議事録として確定してよろしゅうございましょうか。どうもありが

とうございました。 

 それでは、早速議題に入りたいと思います。まず、２月20日に開催された第79回総合科学会

議において、環境エネルギー技術革新計画の戦略的推進が報告されましたので、事務局よりご

説明いただきます。 

○原沢参事官 それでは、資料１－１と、１－２を使いましてご説明いたします。まず、資料

１－１ですが、先週の金曜日に本会議で報告したものでございます。低炭素社会の実現に向け

た「環境エネルギー技術革新計画」の戦略的推進ということで、報告をいたしました。 

 ３つのパートからなっておりまして、まず１．ですけれども、「環境エネルギー技術革新計

画」の概要ということで、若干経緯を書いてございます。ちょうど１年前の１月18日に前首相

の福田総理から方針演説の中で、「環境エネルギー技術革新計画」、以下「革新計画」と言い
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ますけれども、策定の方針が出されました。それを受けまして、総合科学技術会議の基本政策

推進専門調査会、基本専調のもとに環境エネルギー技術革新計画のワーキンググループを設置

いたしまして、革新計画を策定しまして、昨年の５月19日に開催されました第75回の本会議に

て決定し、意見具申されたところであります。 

 この革新計画のポイントは、地球温暖化問題の解決に向けて、世界全体の温室効果ガス排出

量を2050年までに半減するという長期目標を、経済成長と両立しながら実現するための我が国

の技術戦略を示したものでございます。革新計画は、平成21年度の資源配分方針の最重要政策

の一つとして掲げられるとともに、７月29日閣議決定されました「低炭素社会づくり行動計

画」にも盛り込まれております。なお、今後５年間で300億ドル程度を投入するとされており

ます。 

 ２．ですけれども、革新計画の戦略的推進の重要性ということでありまして、我が国が世界

に先駆けて低酸素社会を実現するということには、技術開発に加えてその普及が非常に重要で

あるということから、不要な重複の排除ですとか、関係府省、官民の連携を促し、各国の動向

も踏まえながら、選択と集中による重点化を行い、成果をいち早く世界に還元することが必要

であるということでございます。 

 ２ページ目でございますけれども、革新計画は、長期的な計画であることから、着実に実施

されるためには、俯瞰的かつ継続的な推進方策を検討することが重要であるということで、そ

のため総合科学技術会議におきまして、革新的技術開発の推進方策ですとか、既存先進技術の

普及策を戦略的に検討し、関係府省一体となって速やかに実行し、我が国の強みである環境エ

ネルギー技術を磨いて、一層強化していくことが必要であると、そういう認識のもとにこうい

った戦略的推進をやるということでございます。 

 ３．のところが、革新計画の戦略的推進の方法ということで、では具体的にどうするかとい

うことで、２段階に分けております。（１）が、革新計画のフォローアップということで、こ

れにつきましては、環境エネルギー技術に係る関係府省が進めております技術開発ですとか、

普及策、さらにシステム改革につきまして、進捗状況ですとか、予算の執行状況あるいは額に

ついて、このエネルギープロジェクトチームで把握、整理するということにいたしています。

また、必要に応じて革新計画で作成しました、この革新計画は36の技術を取り上げております

けれども、その技術のロードマップを見直すということを考えております。 

 （２）でございますけれども、（２）は、低炭素社会の実現へ向けた重点的な推進方策の検

討ということでありまして、（１）のフォローアップをもとに、国内外の状況変化も念頭に置
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きながら、社会経済の各部門別、例えば民生、運輸、産業等に主要な環境エネルギー技術を統

合し、環境と経済を両立させながら低炭素社会を実現するための中期的推進方策を有識者議員

で取りまとめ、総合科学技術会議へ報告するということで、（２）の推進方策につきましては、

エネルギーＰＴの先生方のご意見も伺いながら有識者議員で取りまとめるという、そういうこ

とにしております。 

 なお、参考資料といたしまして、低炭素社会実現へ向けた部門別ロードマップの第一次案と

いうことで添付しております。こちらにつきましては、低炭素社会実現へ向けた重点的推進方

策を部門別等で検討していく必要があるということで、参考資料に示しましたような取りまと

めをすることを想定しております。 

 また、今後は、本参考資料に記載されているような、部門ごとに関係府省連携のもとに、さ

らに詳細なシナリオを構築し、具体的な方策を策定する必要があるということでまとめており

ます。 

 以上が資料の１－１ですが、こちらのエネルギーＰＴのほうを中心に進めます革新計画のフ

ォローアップについて、その方針を資料１－２としてまとめております。 

 こちらはその案ということですので、今日ご審議いただきたいということでございます。先

ほどご紹介しましたように、「環境エネルギー技術革新計画」の戦略的推進が２月20日、先週

の金曜日の本会議で報告をされました。この革新計画のフォローアップをエネルギーＰＴで実

施するということの、具体的にどうするかというのを書いてございます。 

 最初の１．ですけれども、フォローアップの進め方ですが、環境エネルギー技術に係る技術

開発及び普及策、さらにシステム改革等の進捗状況について、後でご説明します別添のフォー

マットにより各省庁から情報提供をいただいています。その内容をエネルギーＰＴで把握、整

理し、取りまとめることとしたいと考えています。なお、必要に応じて36の技術、環境分野に

もかかわるものがございますので、環境ＰＴの協力を得て進めるものということで考えており

ます。 

 フォローアップの取りまとめ案ということで、目次案に相当することなんですが、ちょっと

ここはまだ余り書き込んでございませんで、「はじめに」と「まとめ」という中で、実施状況

の概況ということで中身を示しております。またご議論の中で触れていただければと思います。 

 スケジュールですけれども、今日２月23日ですけれども、フォローアップの方針の決定とい

うことでご審議、決定いただきまして、早速２月の下旬ですけれども、できたら今日のうちに

各関係省庁へフォローアップ作業の依頼を出したいと思います。その結果を踏まえまして、３
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月25日、次回の第11回エネルギーＰＴにおきまして、フォローアップの内容の確認、取りまと

めをしたいと考えております。 

 以上でございます。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対して、ご意見、ご質問等ございましたら、お願いいたします。

発言される方は、いつものように名札を立ててお願いいたします。 

 どうぞ、山下委員。 

○山下委員 ありがとうございます。 

 今日初めて、この話について触れましたので、非常に初歩的な質問をさせていただきたいん

ですけれども、そもそも環境エネルギー技術革新計画そのものが昨年度策定され、ちょうど１

年ぐらい前に策定されまして、今回のフォローアップというのは、部門別にその技術を整理す

るということがポイントだというように理解してよろしいんでしょうか。と申しますのは、今

回このフォローアップをした後、今後スケジュール的に中期的にとか、何か今後の展開につい

ても、もし今の時点でお考えがあれば聞かせていただきたいと。普通に疑問に思ったものです

から、よろしくお願いいたします。 

○原沢参事官 ありがとうございます。今回の場合は、36の技術、やはりすべて必要だという

認識なんですけれども、やはりその2050年の地点で革新的な技術が６割、その他のいわゆる技

術の普及によって４割というような、そういった革新的な技術の必要性に報告書のほうでうた

っておるんですが、とはいっても、やはり限られた資源を投入するとすれば、やはりある程度

排出量の伸びの大きな部門ですとか、それで重要な技術に絞り込んでやはり戦略的に進めてい

く必要があるのではないかということで、このフォローアップの、特に（２）のほうのことを

考えたということであります。 

 今後のスケジュールでございますけれども、第１段のフォローアップにつきまして３月下旬

をめどにまとめる予定でありますが、それを踏まえまして、有識者議員の議論を踏まえて、戦

略的推進についての取りまとめをしたいと考えておりますけれども、今の段階ですと、大体６

月をめどに取りまとめをしたいと思っております。 

 具体的に６月というタイミングなんですが、それを踏まえて、いわゆる22年度の資源配分方

針に反映させるタイミングとしては、６月までということであります。さらに、ここでは書い

ていないんですけれども、ある程度調査、研究も進めまして、６月の時点は中間的取りまとめ

という位置づけで、さらに少し時間を経て、12月から来年の、年を越すかと思いますけれども、
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いわゆるまとめという形でその戦略的推進の取りまとめを行いたいと。そういうスケジュール

を考えております。 

○石谷委員 よろしいでしょうか。 

○原沢参事官 私のほうでは、さっきご説明すると言った、フォローアップのフォーマットを

ちょっと説明し忘れましたので、すみません、資料１－２ですけれども、２ページ目から現段

階で考えておりますフォローアップのフォーマットというのをお示ししております。革新計画

の中の記載を中心にフォーマットをつくっておりますが、１ページ目からが技術開発への取り

組み状況ということで、36の技術につきまして、平成20年度の取り組み状況ですとか、予算と

具体的な取り組みの中身ですね。それで平成21年度の、これは来年度の話ですけれども、予算

の額と今後の取り組みの予定と。さらに、特記事項としまして、大きな追加・進展を見込んだ

ものがあった場合には書いていただくということになります。 

 続きまして、１枚後にⅡというのがございます。こちらは社会への普及策と必要な制度改革

ということで、本報告書のほうでは社会の普及策ですとか社会システム改革といったような、

５項目にわたって書いてありますが、それをブレークダウンして質問、フォーマットにしたと

いうことになります。 

 １枚めくっていただきまして、３番目が国際的な温室効果ガス削減への貢献策ということで、

こちらも報告書の中にある記載を中心にまとめております。 

 最後のページになりますけれども、Ⅳで革新的環境エネルギー技術の推進方策ということで、

本文のほうでは研究開発の投資ですとか、研究開発の体制というのがございますので、それを

項目立てしております。 

 以上がフォーマットの概要であります。 

○石谷委員 ほかにご質問よろしいですか。 

 もしなければ、私もここのところまだはっきり把握していないようなので、伺いたいのです

が。先ほど山下さんのご質問も多分そうだと思いますが、平成20年５月に環境エネルギー技術

革新計画が発表されて、21年度の予算はもうほとんどそれで固まっているわけですね。それを

今年の６月にまとめるということは、21年予算を評価するのか、それとも、もう少し先のこと

を考えているのか、要するにエネルギーＰＴではいま何を主にやるのかがわからなかったので

はないかと思いますので、その辺もう少し具体的にお願いします。 

○原沢参事官 すみません、説明が不足しておりました。 

 今回、エネルギーＰＴでご議論いただきたいのは、資料１－１の２ページ目にございますけ
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れども、（１）（２）ということで、フォローアップを２段階に分けております。革新計画そ

のものに書かれております36の技術の各府省の進める施策やプロジェクトの進捗状況をしっか

り把握して、それについて評価いただくというのが、この（１）の革新計画のフォローアップ

でございます。そちらのほうにつきまして、エネルギープロジェクトチームのほうで、エネル

ギーＰＴのほうで審議していただきたいということであります。 

 それを踏まえまして、さらにこの先、どういった環境エネルギー技術中心にやっていくかと

いう話につきましては、（２）のほうでございますけれども、それにつきましては、（１）の

フォローアップの結果等を踏まえまして、有識者議員の中で議論し、取りまとめていくと、そ

ういう段階になっております。 

 （１）のほうにつきまして、さっきご紹介しましたように、３月末をめどに取りまとめをし

ていただきます。（２）につきましては、それを踏まえたということでございますので、４月

以降ということなんですが、こちらも並行して進めることができる部分もあるかと思いますの

で、一部オーバーラップいたしますけれども、（１）（２）という形で進めたいということに

なります。 

○松村委員 あとの制度改革とか、それから貢献度、ここら辺もこことセットになるんですか。

ここのＰＴで今までやってきた重要技術、その36技術をノミネートして、ロードマップを長期

間のものもつくったんですけれども、この制度改革とか貢献度というのは、今までここの会で

はやっていないですよね。 

○原沢参事官 そうですね。技術開発が中心だと思うんですが、環境エネルギー技術革新計画

のフォローアップということで、どういう体制で進めたらいいかという、若干議論いたしまし

て、１つは、例えばこの計画をつくったワーキングをもう一回立ち上げて、フォローアップを

するという方法も考えたんですけれども、なかなか計画づくりのためのワーキングだったもの

ですから、むしろエネルギー技術が、環境エネルギー革新技術の７割、８割が対象になるとい

うことで、そういう意味では普及ですとか国際的な展開について、これまで議論していなかっ

たことでありますけれども、やはりこのエネルギーＰＴの先生方の積極的なご意見をいただい

て、フォローアップを進めたほうがよろしいではないかという判断で、エネルギーＰＴで先ほ

どの（１）のフォローアップをしていただきたいと、そういうことです。 

○松村委員 そうすると、この制度改革とか、削減の貢献策とか、こういうのもここで全部審

議していくということですか。 

○原沢参事官 こちらにつきましては、今お示ししたフォローアップのフォーマットといいま
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すものを、各省庁にお願いをして埋めていただくということであります。現段階で各技術の進

捗状況、これは予算の執行状況も含めまして情報を上げていただきますが、さらにその普及と

いうのが、さらに、特に昨年の７月の低酸素社会づくり行動計画の後に、各省庁が、例えば太

陽光の促進策ですとか、いろんなものを出されておりますので、ここでは各省庁のそういった

施策をある程度見ていくという必要がございますので、そういった普及策の話。多分なかなか

ないかもしれませんけれども、国際的な展開というようなところでの情報を集めていって、そ

れを踏まえまして取りまとめたものにつきまして、このエネルギーＰＴでご議論いただきたい

ということであります。 

○田中委員 １個だけ、質問と確認でございますが、先ほどの話では、まず革新計画のフォロ

ーアップをするのだと。そういうのをもとにして、有識者議員を中心として重点的推進方策を

検討するのだと。そうすると、この後の有識者議員でまとめられる重点推進方策の検討がやり

やすいようなフォーマット、あるいはフォーマットになっていないといけないと思うのですが。

その辺の観点でこの各省庁から出していただき、それを我々がコメントするというのが、その

後の作業にこれがいいのか、もうちょっと別の観点も入っていったほうがいいのか、その辺い

かがでしょうか。 

○原沢参事官 まさに今、先生がおっしゃったように、（１）のほうは、毎年淡々とするよう

なフォローアップのイメージなんですが、やはりその議論の中でできましたら、やはり推進し

ていくためにはこういう点が重要だというような点についても、ぜひご議論いただいて、そう

いったものも含めて有識者議員のほうに上げまして、議論をしていきたいということでありま

すので、そこは単に各省庁から上がってきた情報だけについての議論ではなくて、それを踏ま

えた一歩進んだ議論もぜひやっていただけると、私どもとしては非常にありがたいと思ってお

ります。 

○松橋委員 今の点に関連するんですが、これまで総合科学技術会議の評価といいますと、例

えばＳＡＢＣとか、ああいう場合は、各省庁から上がってきたものを我々が評価をしますと、

例えばＢとかＣがつくと予算が減らされるとか、そういう点を非常に気にしながらやるわけで

すが、この場合ですと、むしろこの「低炭素社会づくり行動計画」「エネルギー技術革新計

画」を何とか遂行しなければいけないので、その取り組み、すなわち技術開発で使う普及策が

不十分であるという評価をつけますと、むしろその部分を、予算を減らすとかいうんじゃなく

て、強化しなきゃいけないと、こういう方向性を出すことになるんでしょうか。 

○原沢参事官 今の点は非常に重要な点なんですけれども、現段階までは、評価した結果を例
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えば資源配分方針なんかに盛り込むかどうかについては、これは（２）のほうの議論になるか

と思いますが、今の段階では、むしろさっき先生がおっしゃったように、低炭素社会づくりを

やはり加速していくというために環境エネルギー技術が必要だと、そういう認識ですので、遅

れているものであれば早くするような方策についても書き込んでいただければ、そういった形

の次のステップに結びついていくのではないかと思っています。 

 ここでは、やはり評価をしてＡＢＣづけをするということではございませんで、やはり現状

をしっかり把握して、やはり将来に向けて、今こういうことをすべきだというようなところま

で書き込んで、そういう意味では毎年やるような定常的なフォローアップに加えて、そういっ

た点を、ぜひご意見をいただければありがたいということであります。 

○本田委員 この環境エネルギー技術革新計画というのに、作成にタッチしたのが、このメン

バーの中では石谷先生だけですね。ほかの人間はだれもタッチしていないわけですね。そして、

この内容とこのＰＴで決めた戦略重点の、たしか14テーマだったかと思うのですが、そしてそ

の他の重要テーマとの中で微妙にずれているところというのが、見ればあるわけですね。それ

について、どういうふうに我々としてコメントできるのかということについては、一応すり合

わせをする必要があるのじゃないかなというのが１点です。 

 それから、ここで今もお話がありましたけれども、評価して、その評価結果がどういうふう

に使われるのかということは非常に重要だと思います。もしも、我々がここでいわゆる戦略的

推進をするために加速すべきものであるとか、拡大すべきものということを提案するとすれば、

やはりこれだけのテーマにつきまして、先ほどありましたフォローアップ用紙で出てきたやつ

を見ただけでそういうことが言えるのかというと、これはかなり無責任な言い方になってしま

うのじゃないかと思うのです。もしも、そういうのが戦略的推進ということの加速、拡大等を

提言するとするのであれば、やはりもう少し時間をかけて、それぞれのテーマについて審議を

するということが大切じゃないかなというふうに思います。 

○石谷委員 ありがとうございます。 

 何かありますか。 

○原沢参事官 ありがとうございます。 

 まず、戦略的な重点項目との違いみたいなものについては、前回もご質問があって、ほぼ対

応してはいるんですけれども、いわゆる戦略的なほうで上がっていなくて革新的技術で上がっ

ているやつとか、若干そういう意味では、大半は合っているんですが、一部ちょっと違うとこ

ろがあるというのが実際のところであります。それをどう考えるかについても、もしご意見い
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ただければ、どちらかというと革新的な技術計画のほうがちょっと幅広にとっておるというの

が状況です。 

 それからあと、先ほどの議論ともかかわるんですけれども、基本的に（１）のフォローアッ

プは、具体的に各省庁のとっている施策がしっかり進んでいるかどうかというところのフォロ

ーアップ。さらに、予算額として５年間300億ドルということでありますから、それがしっか

り予算が使われていって、うまくプロジェクトが進んでいるかどうかというところの判断が第

一でございますけれども、やはりその中で進んでいる技術と、あと普及の進んでいる技術、進

んでいない技術とありますので、そういったところについては、大所高所からのご意見をいた

だいて、（２）のほうにつなげていきたいということであります。ですから、（１）の中では、

評価というようなことではございませんで、専門家としての忌憚のないご意見をいただければ

ということで考えております。 

○石谷委員 どうもありがとうございます。 

 ちょうど予定時間になっておりますので、まだいろいろとご意見もあるかとは思いますが、

今までのお話を要約すると、やはりこの各省庁が個別にいろいろ計画を出しておられる。それ

を、我々は淡々と横並びに見て、先ほど本田さんが言われたようなギャップがあったら、その

ギャップをどういうふうにこの中に埋め込めばいいかといったことも含めて、フォローアップ

する。その上で先ほど松橋委員が言われたように、この本来の目的を達成するのに何が欠けて

何が余計か、あるいは重複していないかとところを見る。我々は自由にその本来の目的を達成

するためには何がどういう形でいくべきかといったあたりを議論して、あとは総合科学技術会

議のほうへお任せする。そのように進めたいと思います。 

 もう一つ、時間が不足だというのはおっしゃるとおりで、このメンバーがこの予算だけ見て

どこまで有意義なことが言えるかは甚だ疑問ですが、やはり一応専門の皆さんそろっておられ

ますので、直感でもいいから議論していただくというプロセスで進められれば良いかと思いま

す。もし何か細かい点でも、特に注意する点などお気づきでしたら、事務局のほうへメールで

連絡していただければ、それを含めてまとめていただくということでよろしいでしょうか。 

 それでは、本日の議論を踏まえまして、関係省庁の協力を得ながら事務局にてフォローアッ

プ案を取りまとめていただきまして、次回のエネルギーＰＴでフォローアップ案を審議したい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、第２の議題に移りまして、１月９日に開催されました総合ＰＴの報告と、前々回

から議論を開始しております第３期の中間フォローアップについて、これまでのＰＴ委員のご
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発言等をもとに、現状におけるエネルギー分野の課題や問題点と今後の対応方針案を作成して

もらいましたので、事務局から説明いただきます。その後、文部科学省と経済産業省から原子

力分野における研究開発の状況についてそれぞれ20分程度ご説明をいただいた後、原子力分野

を中心にご議論いただきたいと思います。どうぞ、よろしくお願いいたします。 

○原沢参事官 それでは、資料２－１、２－２、資料３を使いまして、ご説明したいと思いま

す。前回のエネルギーＰＴ、12月19日に中間フォローアップの中間取りまとめという形でご審

議いただきまして、その後、若干のご意見をいただきました上で、１月９日の総合ＰＴに報告

をいたしました。そちらで審議があったわけなんですけれども、そのプロセスについて確認を

したいと思います。 

 資料２－１、１枚ペラのものですけれども、今回の中間フォローアップは２つの流れで作成

するということであります。今回は、３年目ということで、少し大きなフォローアップ作業に

なっておりますけれども、その図の右側が、今ご審議いただいております分野別ＰＴにおける

現状分析と対応方針等の整理ということで、12月におきまして中間的な取りまとめをして、そ

れを１月９日総合ＰＴに報告したということであります。 

 この総合ＰＴにおきまして、相澤座長のほうからは３点要望が出されております。１つ目が、

分野別推進戦略に掲げた施策がありますけれども、その見直しの必要性との関係が明確になる

ような整理が必要だということ。例えばの例ですけれども、特にエネルギー分野ですと、内外

の情勢がかなり変わっているという中での中間のフォローアップということですので、そうい

った問題も含めて議論してほしいというのが１点目です。 

 ２点目が、フォローアップといいますと、順調に進んでいるというような報告が多いわけな

んですけれども、特に順調に進捗していないテーマについては、少し厳しめに分析して報告し

ていただきたいということが２点目です。 

 ３点目なんですが、後でもご紹介する資料３はちょっと分厚めの資料になっておりますので、

これはなかなか読んでもらえる分量ではないということなものですから、最終的には本文と、

それを取りまとめた数ページのいわゆる概要版をつくるということが指示がございました。と

いうことを踏まえまして、今回はそれを念頭に置きながらこのＰＴを開催しているというのが、

この流れです。 

 最終的には今ご審議いただいています、現状分析と対応方針についての取りまとめと、あと

各省庁にデータをお願いをしております関連の情報が、先週、２月13日に締め切りでいただい

ておりますので、今それを鋭意取りまとめ中でありますが、ちょっと今回はそれをお示しする
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ことができなかったということなんですが、次回の３月のＰＴではそれにつきまして、報告あ

るいは審議ができるのではないかと思います。３月、その両方が出て、分野別ＰＴの開催をも

ちましてまとめるということになっております。 

 資料の２－２でありますけれども、こちらが今見ていただきました図の左側の流れについて

であります。もうこれは既に前回ご報告しておりますけれども、１ページめくっていただきま

して、２ページ目ですけれども、各省からいただいた情報をもとに取りまとめることになるわ

けですけれども、分野別におきましては、２．のところが担当になっています。状況認識、さ

らに重要な研究開発課題ですとか、戦略重点科学技術につきまして、全体的な概況ですとか、

重要な研究開発課題の進捗状況で、戦略重点科学技術の進捗状況と推進方策について取りまと

め、さらに今後の取り組みについてということで、一歩踏み込んだ取りまとめも必要だという

ことで、こちらが左側の流れに沿ったいわゆる中間フォローアップの取りまとめになります。 

 それで、資料３でございますけれども、前回12月にご議論いただいた後にいただいた意見、

さらに前回は課題とか問題点を中心にお示しいたしましたけれども、最終的には対応方針につ

いての記載も必要ということなものですから、事務局のほうでこれまでいただいた課題や問題

点の中から対応方針に相当するものについて切り分けをしまして、その問題点と対応方針とい

う形で再整理したものであります。かつ、１月９日の総合ＰＴにおきましては、委員の先生か

ら、例えばグリーン・ニューディールといったような新しい動きがあるけれども、そういった

ものをやはりしっかり入れ込むべきではないかというような、ちょっとご発言もありましたの

で、それを踏まえて少し修正を入れております。 

 １ページ目が、状況認識ということでありますが、下のほうにはさっきご紹介したようなグ

リーン・ニューディール、単に記載を入れたということだけですけれども、そういった記載の

追加。さらに、もう少し分かりやすくということで、２ページ、３ページには図を入れており

ます。こちらはその取りまとめの本文になるわけでありますけれども、重要な研究開発課題に

ついてのＰＴの先生方のご意見を取りまとめたということと、２番目は、推進方策について。

さらにその他という、３つのパートに分けてまとめております。 

 大半は、前回ご報告したものを少し再整理したということで、個別に触れませんけれども、

ちょっと流れだけを再確認したいと思います。４ページ目から重要な研究開発課題についての

ご意見を取りまとめていますが、課題や問題点と、さらにその対応方針という形で再整理して

おります。こちらのほうは３つのパートに分かれておりまして、エネルギー源の多様化、ネル

ギー供給システムの高度化、信頼性向上、３番目が省エネルギー対策の推進という形で、分野
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別推進戦略に述べられている項目に応じて分けて取りまとめをしております。 

 それが、４ページから９ページまで取りまとめをしております。項目によりましては、例え

ば、９ページの産業部門の対策（12）については記載がないとかいうことがございますけれど

も、無理して埋めても仕方がないという話もありますので、またご意見があれば記載を追加し

たいと思いますが、現状では意見がなしという形での記載になっております。 

 10ページ目から推進方策についてということで、これも分野別推進戦略の中には３つ挙げて

おりまして、成果の還元、２番目は科学技術システムの強化、３番目が研究開発プロジェクト

の効率的かつ効果的な実施ということがございますので、それに応じた形で再整理をしまして、

課題や問題点と対応方針という形で取りまとめております。それが14ページまで続きます。 

 その後に、その他ということで、こちらについては分野別推進戦略には記載されていないよ

うな、やはりシナリオの分析の重要性ですとか、そのシナリオ分析する際のデータの問題です

とか、いろいろご指摘いただいておりますので、我々も非常に重要と考えておりますので、そ

の他という形でまとめさせていただいております。 

 それ以降が、別紙という形で関連する資料をおつけしています。 

 説明は以上であります。 

○石谷委員 それでは、引き続きまして、経済産業省からご説明をいただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○上田（経済産業省） 経済産業省上田でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元に資料の４－２でございますけれども、原子力関連の研究開発の動向とい

う資料で、特に第３期の科学技術基本計画が策定された以降の原子力の研究開発をめぐる情勢

の変化でありますとか、現在の研究開発の進捗ということについて、ご説明をします。 

 １枚めくっていただきまして、１ページ目でございます。我が国の原子力発電の位置づけと

いうことでございますが、右側のほうの原子力発電の割合、近年は特に減ってはきております

けれども、引き続き左側の電力の供給構成を見ていただいても、ベース供給力を担う中核的な

電源と位置づけられているということでございます。 

 もう１枚めくっていただきまして、我が国の原子力発電所の運転・建設状況でございますけ

れども、現在53基が運転中ということでございまして、建設、着工準備中というものが13基と

いう状況でございます。続きまして、３ページ目でございますけれども、第３期科学技術基本

計画の策定以降、特に大きな動きとしまして、環境問題の解決のための原子力への期待という

のが非常に高まってきているということでございます。簡単にご説明いたしますけれども、昨
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年７月の閣議決定をされた低炭素社会づくり行動計画におきましても、「ゼロ・エミッション

電源の割合が50％以上という中、原子力発電の比率を相当程度高める」ということであります

とか、「2030年前後までに次世代軽水炉を開発する」、高速炉につきましては、「2025年の実

証炉等の実現、2050年ごろからの商業ベースでの導入」といったこと、さらに、「プルサーマ

ルの着実な実施等々の核燃料サイクルの確立」ということについて、閣議決定がされたという

状況でございます。 

 続きまして、次のページ、４ページ目でございますけれども、それ以外にも「Cool Earth－

エネルギー革新技術計画」でありますとか、あるいは総合科学技術会議でご決定をいただいた

環境エネルギー技術革新計画といった中でも、ＣＯ２削減の大きなツールということで、原子

力が位置づけられているということでございます。 

 続きまして、５ページ目でございますけれども、２番目の大きな変化といたしまして、非常

に国際的にも原子力の重要性というのが認識をされ始めたということでございまして、もうこ

のあたりもご承知のところだと思いますけれども、昨年の洞爺湖サミットでありますとか、そ

れに先立つＧ８大臣会合の中でも原子力の重要性が確認されたところでございますけれども、

各国ともそこに書かれているような地球環境対策、あるいはエネルギー安定供給の観点から、

原子力の位置づけというのが見直される動きが出てきているということであります。これまで

反対をした方も、原子力を見直すという動きというのが出てきているという状況でございます。 

 続きまして、おめくりいただきまして、６ページ目でございます。アメリカの政権が変わっ

た後、原子力がどうなるのかということでございますけれども、ＤＯＥ長官の公聴会の発言の

要旨を見てみますと、原子力が今世紀もエネルギーミックスの一部を構成することを支持する

ということでございます。 

 ２．に書いてございますけれども、原子力発電の新規建設の支援ということで、新規建設と

廃棄物対策を同時に実施していく。 

 あるいは、３．の廃棄物対策及び再処理ということについても、ＤＯＥは使用済燃料に責任

を負っているということで、長期的に処分する方途を見出すことが必要等々の見解を示されて

いるということであります。 

 最後に、４．に国際協力の推進ということについても、コメントがなされているというとこ

ろであります。 

 続きまして、７ページ目でございますけれども、実際にこれまで既に原子力発電を導入して

いる国、今約30カ国ございますけれども、新規で建設計画をしている国ということで、20カ国
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以上あるという状況でございます。 

 駆け足で恐縮ですけれども、８ページでございますけれども、これは、ＩＡＥＡの予測でご

ざいますけれども、2030年までに、これは低位の予測と高位の予測がございますけれども、原

子力発電所の設備容量が、低位な場合で約30％、高位の場合であれば２倍という具合に増加を

すると。高位予想が実現された場合には、新たに23カ国が原子力発電所、原子力発電を導入す

るというような予測の結果もあるという状況でございます。いずれにしましても、環境問題、

あるいは国際的にも原子力の回帰の動きが加速化しているということで、原子力の政策あるい

は、原子力の研究開発をさらに着実かつ加速的にやっていく重要性が高まっているという具合

に認識をしているところでございます。 

 続きまして、９ページ目でございますけれども、もうご承知のところだと思いますけれども、

2005年の原子力政策大綱の中で、基本目標ということで2030年以降も発電電力の30から40％程

度以上であるとか、あるいは核燃料サイクルの推進、高速増殖炉の実用化等々を目指すという

基本的な方針のもとで、それを具体的にどう実現していくのかということで、これは2006年８

月に原子力立国計画というものを総合エネルギー調査会の原子力部会で取りまとめをしたとい

うところでございます。 

 右側のほうに、原子力政策の５つの基本方針でありますとか、原子力立国計画のポイントと

いうことで、10のポイントを挙げておりますけれども、駆け足で恐縮ですが、次の10ページ目

に、具体的にどういう取り組みをしているのかと、各10のポイントごとに記載をしているとこ

ろでございます。①の原子力発電の新・増設の実現でありますとか、②の安全確保を大前提と

した既設炉の活用。 

 最近、特に、③の資源確保戦略の展開ということで、アジア諸国を中心として資源国に対し

ても戦略的に資源外交を展開しているというところでございます。 

 ④の核燃料サイクルの推進でございますけれども、いろいろ問題があることもございますけ

れども、核燃料サイクルの着実な推進に向けて取り組んでいるところでございます。 

 ⑤の高速増殖炉サイクルの早期実現というところ、これは後ほど研究開発のプロジェクトと

位置づけて、状況についてご説明をしたいと思います。 

 ⑥でございます。次のページ、11ページでございますけれども、⑥の次世代を支える技術・

人材の厚みの確保ということにつきましては、これは約20年ぶりのナショナルプロジェクトと

いたしまして、官民一体での次世代軽水炉開発プロジェクトということを2006年度から開始を

したところでございます。これも後ほどご紹介したいと思います。それ以外にも、現場であり
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ますとか、大学、大学院等の人材の育成ということについても注力をしているところでござい

ます。 

 ⑦でございますけれども、これは原子力産業の国際展開支援ということでございまして、特

に先進国との間での原子力の分野の共同研究の推進でありますとか、あるいは原子力発電の導

入予定国に対するさまざまな援助。あるいはＩＡＥＡ等の国際機関を活用した支援と、こうい

うことについて取り組みをしているところでございます。 

 あと⑧の原子力発電の拡大と核不拡散の両立に向けた国際的な枠組みづくりへの積極的関与

というようなことについても、積極的に取り組んでいるところでございます。 

 ⑨は、これは施策の基本でございますけれども、やはり国民の理解がないと進まないという

ことでございますので、特に女性でありますとか次世代層といったようなきめ細かい各分野の

方々に、広報・広聴の実施、これを国の顔が見える形で国が先頭に立っていくということに取

り組んでいるところでございます。 

 最後の⑩のところ、放射性廃棄物対策の強化というところでございまして、これも後ほどご

説明いたしますけれども、高レベル放射性廃棄物の処分推進に対する取り組み等々を行ってい

るという状況でございます。 

 12ページを見ていただきまして、これは原子力関連の技術開発のロードマップということで

ございまして、これは昨年原子力委員会のほうでご決定をいただいたものでございますけれど

も、その中でちょっと主要なものだけピックアップをさせていただいたものでございます。 

 （１）の軽水炉の高度利用の中に、核燃料サイクル関連の技術ということでウラン濃縮等の

技術開発でありますとか、放射性廃棄物の処理・処分技術、使用済燃料の再処理技術、あるい

は廃炉関連の技術というものを位置づけているところでございます。 

 （２）の、中期的視点から取り組む技術開発活動ということで、先ほどちょっとご説明いた

しました、これは2030年ごろのリプレース需要を目指して、次世代軽水炉の開発というものに

取り組んでいるところでございますし、さらに中小型炉の開発も展開をしているというところ

でございます。 

 （３）の長期的視点から取り組む技術開発活動ということで、高速増殖炉、2025年の実証炉、

あるいは2050年前を目指した商用炉の開発ということにも取り組んでいるというところでござ

います。 

 駆け足でございますけれども、13ページ目以降、各研究開発プロジェクトの取り巻く状況と、

進捗状況についてご説明いたします。まず13ページ目、次世代軽水炉の開発でございますけれ
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ども、ここに書かれておりますとおり、これから新規建設の低迷期を経て、2030年前後からリ

プレースの需要が高まってきているということで、この間をこういったナショナルプロジェク

トでもって原子力産業の技術・人材の厚みの維持、向上を図っていくということを目的にして

いるものでございます。 

 次の14ページでございますけれども、次世代軽水炉開発の目的といたしまして、国内の市場

のリプレースに加えて、やはりグローバル市場で競合炉に勝てる次世代軽水炉を開発する必要

があるということで、現在、そこに書かれておりますとおり、いろんな新しい軽水炉の開発と

いうものが動いているところでございますけれども、こういった欧米の動き、こういった既存

の計画を凌駕するような我が国の次世代軽水炉を開発していくということを目指しているとこ

ろでございます。 

 15ページでございますけれども、具体的にどういうものなのかということでございますけれ

ども、開発内容といたしましては、世界標準を獲得できる次世代軽水炉ということで、沸騰水

型、加圧水型それぞれ１炉型、大体170から180万キロワット級を開発するということを目指し

ているものでございます。これはメーカー各社が主体となって、電気事業者・国が一体となっ

て技術開発を推進するというところでございます。 

 開発期間、約８年間の間で、その下に書かれております６つのコアコンセプトというものが

ありますけれども、こういったものの開発を進めていくというところでございます。 

 そこに書かれてございますけれども、１．の世界初の濃縮度５％超燃料を用いた原子炉系の

開発。これを行うことによって、使用済燃料の発生量を約３割から４割削減、稼働率を97％に

向上ということでありますとか、あるいは免震技術の採用によって、立地条件によらない標準

化プラント、これを実現することによって、建設費の低減を図るということでありますとか、

プラント寿命を80年に延ばしていく、あるいは被ばく線量を現状の１割以下に低減をするとい

うことを目指した新材料の開発といったこと。さらに、新しい建設技術の採用によって、建設

工期を大幅に短縮していくでありますとか、あるいはパッシブ系、アクティブ系の安全の組み

合わせによって安全性を世界最高水準に持っていくということ。さらに、その稼働率、安全性

を同時に実現するためにプラント全体をデジタル化していくといったようなコンセプトをもと

に、これを具体的にどうプラントに落とし込んでいくのかということを、世界のニーズを把握

することに努めながら、現在進めているところでございまして、具体的には16ページでござい

ますけれども、これが平成20年から27年度までの８年間ということでございますけれども、21

年度につきましては、次世代軽水炉の先ほどの６つのコアコンセプトをもとにした、目指した
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概念設計の検討と、先ほどの６つのコアコンセプトを実現する共通基盤技術、これの開発を行

っているというところでございます。 

 2030年の需要を満たすということで、まだ先じゃないかという印象を受けますけれども、

2015年には基本設計を終了させる必要があるということでございまして、現在行っている概念

設計検討、これを2010年に再評価を行って、その後、概念設計、基本設計を行っていくという

ことでございます。 

 以上が、次世代軽水炉関連の説明でございます。 

 続きまして、高速増殖炉サイクルの実用化研究開発というところでございます。17ページ、

これは軽水炉のサイクルと高速増殖炉のサイクルを書かせていただいているものでございまし

て、ちょっと次のページに飛んでいただきまして、18ページ目でございますけれども、①に書

いてございますように、平成19年度、2007年度から文部科学省さんとの共同プロジェクトとい

うことで、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」と。後ほどご説明があると思いますけれど

も、2007年度から共同プロジェクトということで始めているものでございます。 

 特に最近の動きといたしまして、経済産業省、文部科学省、電気事業者、メーカー、研究開

発機構といった関係者五者が一体となって検討を進める場を2006年７月に設けまして、その後

開発ロードマップを関係者で共有し、進めているというところでございます。 

 これまでの護送船団方式を脱却するために、③に書いてございますけれども、中核メーカー

を選定して、そこにエンジニアリング機能に関する責任と権限を集中させているというところ

でございます。 

 あとは、④、⑤にありますとおりに、海外のいろんな動きにも対応して、これも国際的に認

められるものをつくるべく、こういった国際的なチャンスを活用していきながら進めていると

いう状況でございます。 

 19ページでございますけれども、基本的に高速増殖炉、いろんな動きがございまして、フラ

ンス、アメリカはもちろんのこと、特にロシアでありますとか、中国、インドといったところ

でも、実証炉、実験炉等々の建設の動きがあるということでございます。さらに、高速増殖炉

開発については、３カ国での協力でありますとか、あるいは第４世代といった国際フォーラム、

あるいはアメリカが中心となって引っ張ってきたＧＮＥＰ、新政権のもと、今後の動きには注

視する必要がございますけれども、こういった国際的な動きに注視をしながら研究開発を進め

ているという状況でございます。 

 20ページでございますけれども、これは国家基幹技術ということで選定をしていただいてお
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りまして、現在（１）に書かれてございますように、高速炉サイクルの実証施設の概念検討で

ありますとか、（２）に書いてございますような高速増殖炉の実証炉の設計・建設に必要とな

る実プラント技術の開発ということで、そこに書かれている項目の開発を進めているところで

ございます。 

 具体的には21ページ、次のページでございますけれども、現在進めている具体的な技術開発

について書かせていただいております。実証炉のプラントの全体像に関する選択肢を構築する

ための概念検討でありますとか、そこに下に書かれてございますような、格納容器についての

技術開発でありますとか、耐震性評価に関する技術でありますとか、あるいはこれはナトリウ

ムを使っているということで、見えない中で保守性をどう向上させていくのかといったような

技術開発に取り組んでいるところでございます。 

 以上が、ちょっと駆け足でございますけれども、高速増殖炉関連の研究開発でございます。 

 続きまして、核燃料サイクル関連の技術開発ということでございまして、22ページはちょっ

と飛ばしまして、23ページ、最近の動きといたしましていろいろ書かせていただいております。

まず六ヶ所の再処理工場につきましては、24ページに動きを書かせていただいておりますけれ

ども、現在ガラス固化体を製造する試験を実施というところでございまして、この運転方法の

調整等に時間を要しているところでございますけれども、21年８月に竣工を目指して進めてい

るところでございます。 

 そのほか、25ページでございますけれども、プルサーマルの進捗でございますけれども、こ

こに書いてございますとおり、九州電力、あるいは四国電力、中部電力といったところでのＭ

ＯＸ燃料製造完了でありますとか、関西電力ではＭＯＸ燃料を製造中等の進捗が見られている

ところでございまして、こういったものを確実に進めていくための取り組みを行っていく必要

だという状況でございます。 

 それから、26ページ以降に核燃料サイクルの推進の関連の技術開発について記載をしており

ます。 

 まず、フルＭＯＸ炉、全炉心の混合酸化物燃料原子炉、これの技術開発でございますけれど

も、これは通常の既存の軽水炉に比べて約３倍のプルトニウムを利用することができるという、

フルＭＯＸ炉の開発ということでございまして、これは平成23年度まで、特に実機プラントで

の特性確認を行って、技術の確立を図るというフェーズに入ってきておりまして、具体的な特

性確認試験に必要な機器の設計開発を行っているところでございます。 

 続きまして、27ページでございますけれども、軽水炉のＭＯＸ燃料の加工工場の技術確証と
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いうところでございます。これは平成11年から19年度にかけて、既に終了しているものでござ

いますけれども、これは我が国初の民間のＭＯＸ燃料加工工場の設計、建設に資するための各

種技術の適合性の確証等を行う試験でございまして、海外から導入した技術を我が国独自で開

発した粉末への適合性の確証というものを行うとともに、要求仕様を満足するための燃料製造

のための試運転条件の確立といったような成果が得られたということで、これは平成19年に既

に終了しているものでございます。 

 続きまして、28ページでございますけれども、核燃料サイクルの関連で、ウラン濃縮関連の

技術開発というところでございます。これは、新型の遠心分離機の開発ということでございま

して、経済性と性能を有する新型の遠心分離機の技術開発を実施ということでございまして、

既存の金属からカーボンファイバーということで、さらに軽量化を図って、これまでやってき

た遠心分離機単機の開発に加えまして、複数の遠心分離機を組み合わせたカスケード試験とい

うものを行うことによって、長期の信頼性、あるいは高品質性試験というものを実施している

ところでございます。これは、本年度で研究開発が終了する予定でございます。 

 最後に、高レベル放射性廃棄物関連の地層処分の技術開発でございます。29ページに書いて

おりますとおり、高レベル放射性廃棄物を人工バリアと天然バリアという多重バリアで防護し

て、地下数百メートルに処分をしていくと。これを実現するための技術開発を行っているとい

うところでありまして、具体的には、30ページをちょっと見ていただきますと、これは実際に

その放射性廃棄物の処分を進めるために、処分主体でありますＮＵＭＯという主体が、これか

ら立地点をどこにするのかということで、文献調査、概要調査、精密調査というそれぞれのフ

ェーズを踏まえて、建設地の選定をしていくと。それに応じて国が安全規制を各段階で行って

いくと。それでそれに必要な基盤研究の開発というものを、それぞれのフェーズごとに必要な

研究開発を行っていくということでございます。 

 特に、ここも文部科学省と協力してやっているところでございますけれども、特に経済産業

省のほうでは処分概念でありますとか、工学技術や地質環境条件等の研究ということで、具体

的には31ページでございますけれども、地層処分の共通技術の関連でいきますと、左側の上の

ところに図がありますけれども、実際にその処分地の地質の状況を調査するための技術という

ことで、ボーリングの関連の技術開発、これは非常に少数のボーリングで地質環境特性を精度

よく調査するためのコントロールボーリングの技術開発でありますとか、あるいは地下水流動

調査とありますけれども、岩盤中の物質の移行特性の評価技術とかいったような共通技術の研

究開発に加えまして、右側のほうに書かれてございますけれども、実際に処分を進めていくと
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きに必要となります人工バリア、これの遠隔搬送でありますとか定置技術といったような工学

技術の研究開発を進めているというところでございます。これは、平成19年から23年度の予定

で進めているところでございます。 

 以上、雑駁でございますが、現在経済産業省のほうで行っている原子力関連の研究開発を申

し上げました。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。 

 途中でございますけれども、田中委員がお帰りになるということでコメントを頂きます。 

○田中委員 文科省のお話を聞いてからコメントしようかと思っていましたが、大学に戻らな

くてはいけませんので、また、両方の内容はある程度わかっておりますので、３つの点だけコ

メントしてから帰りたいと思います。 

 １つは、原子力は、今話があったように、またこれから文部科学省のほうから話があります

ように、短期的なことと中期と長期が３つあるのですね。だから、どこかが欠けてもいけない

し、それからバランスをとっていかなくてはいけないのですが、同時に短期のものと中期とそ

れから長期が相互に関係しているということをよくわかってやっていかないとうまくいかない。

これが１個目ですね。 

 ２つ目は、先ほど高速増殖炉の研究開発の中で話があったのですが、経産省と文科省と電気

事業者とメーカーと研究開発機関、その五者が協議会をつくってやっていくというふうなこと

です。これは研究開発から実用化へうまくいくようにということで、大変いい仕組みかと思う

のですが、高速増殖炉だけではなくて、原子力の多くの分野においてもこのようなことが必要

かと思います。特に、経産省と文科省さんがより深い連携、場合によったら、一部については

連携を越して、結合というようなことまでも考えながらやっていかないといけないのかなと思

います。 

 ３つ目でございますが、原子力ルネサンスとして世界的に言われている中で、地球温暖化等

に対して我が国が原子力でどんな貢献できるかというようなことが重要でありますし、それか

ら、国内におきましても、放射性廃棄物のように原子力が社会的に受容されるかどうかという

ようなことも重要な観点でありますが、だから、こういうような時期において、我が国として

原子力政策をより明確にしていく必要があると思います。 

 ３つの点だけコメントさせていただいて、中座させていただきます。失礼します。 

○石谷委員 どうも、貴重なご意見をありがとうございました。 

 それでは、引き続いて文部科学省にお願いしたいのですが、大変恐縮ですが、大分時間が押
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していますので、できるだけ簡潔にお願いいたします。 

○千原（文部科学省） 文部科学省の千原でございます。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料４－１に基づきまして、文部科学省の重要な研究開発課題の進捗状況をご説明

させていただきます。 

 １ページをおめくりいただきますと、戦略重点科学技術及び重要な研究開発課題、それぞれ

ごとに１枚ずつポンチ絵をつけさせていただいておりまして、９枚入っているかと思います。

その後に、参考資料で全体の事業を書かせていただいております。 

 今回は中間フォローアップというご趣旨でございましたので、第３期基本計画がスタートし

た平成18年度以降でどういう情勢変化があったか、また18年度からこれまででどういうような

主な成果があったか、また今後はどういう課題があるかと、そういうようなコンテクストで資

料をつくらせていただいております。 

 それで、大変順番が変わって恐縮なんですが、３ページ目の核融合だけ、ほかはみんな核分

裂でございまして、核融合だけちょっと異色でございますので、これだけ先に私のほうからご

説明させていただきまして、その他の核分裂は板倉課長のほうからご説明をさせていただきま

す。 

 すみません、３ページをおめくりいただけますでしょうか。核融合でございますけれども、

戦略重点科学技術ということで位置づけていただいておりまして、成果目標にありますように、

今後30年間のＩＴＥＲ計画、それから10年間の幅広いアプローチ活動、ＩＴＥＲのほうは７極

で、それから幅広いアプローチ活動は日ＥＵでやってございます。これを通して、将来の核融

合エネルギー利用への展望を開くという状況でございます。 

 情勢変化といたしまして、第３期スタートから、両方とも、両活動とも平成19年にいわゆる

国会承認条約が通ってございまして、協定が発効しておるというところでございます。また、

それぞれ国内機関、及び実施機関ということで、ＪＡＥＡが指定されて活動が動き出しており

ます。特にＩＴＥＲにつきましては、ＩＴＥＲ機構という国際機関が発足しております。また、

国内のほうに目を向けますと、白丸の３つ目ですけれども、核融合エネルギーフォーラムとい

う、いわゆる国内連携の場で関係者が集まって、オールジャパンで推進する体制が、19年５月

にできております。そこら辺が状況の変化だと思っております。 

 左の四角にいっていただきまして、これまでの成果ということでは、ＩＴＥＲ計画では機構

長をはじめ23名の人員を機構に送っております。 

それから、日本が分担をする機器につきましては、超電導コイルの製作を順調に開始したと
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か、あるいは高周波加熱装置について唯一、３極が調達予定ですが、そのうち我が国がまずは

最初に目標値を達成したというような状況がございますし、ブローダーアプローチ活動のほう

も六ヶ所のサイト整備が順調に今来ておりまして、管理研究棟が本年度末に、また来年度末に

すべての建屋が完成する予定でございます。また、いろいろ担当する機器とかの研究開発もス

タートしております。また、その他では、ＪＴ－60で世界的な成果も出してございます。 

 そういう状況を踏まえた上で、右側の課題、対応方針なのでございますが、先ほどのＩＴＥ

Ｒ機構に送る人員の数については、実は日本としては18％まで人を送れる権利がありますが、

今はこの23名というのは、約９％にとどまっております。したがいまして、もう少し人員を派

遣できる余地がございまして、そういったことを進めたい。また、合意されたスケジュールに

基づいてしっかりと我が国が担当する物納機器は納めてまいりたいと思っております。 

 また、ＩＴＥＲは、ホストはフランスということでございますが、当時の議論も踏まえて、

我が国が準ホストということで、引き続き主導的・優位的立場を保っていきたいと思っており

ます。 

 また、ＢＡ活動のほうにつきましては、引き続きそのサイトの整備を進めて、各事業の研究

開発をしっかりと着実にやっていきたい。 

 また、最後の白丸では、原型炉ということもにらみながら、我が国がどういった技術をちゃ

んと蓄積していくのかといったことについて、産業界、学術会としっかり連携して、オールジ

ャパンで取り組んでまいりたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○板倉（文部科学省） それでは、引き続きまして、文部科学省の原子力研究開発課長の板倉

でございますが、引き続いて高速増殖炉サイクル技術以下、核分裂の研究についてご説明した

いと思います。 

 まず、１ページにお戻りいただければと思います。高速増殖炉サイクルの研究開発につきま

しては、先ほど経産省のほうから、今の現状あるいは情勢の変化について詳細にご説明いただ

いたので、省略させていただきますが、今の研究開発の現状、成果でございますが、まずこの

研究につきましては、平成18年度から一部開始いたしまして、設計研究、あるいは要素技術開

発などを行っております。現在のところ、おおむね計画どおりに技術開発並びにデータの取得

ということが行われているところでございます。 

 それで、18年から始めまして３年目ということになりますので、今年度末に実施しておりま

す、日本原子力開発機構のほうで中間的な取りまとめを行うということとしております。また、
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この高速増殖炉サイクル、右側の欄になりますが、2010年にその革新技術の採択の評価、それ

から2015年に革新技術の成立の見通しを踏まえて計画を見直すということにしておりますので、

これに向けて研究を引き続き行いたいと思っております。 

 また、今、国際的にもこの高速増殖炉の研究開発の動きが非常に高まっておりますので、特

に中心となる日仏米では協力をしながら進めていきたいというふうに考えているところでござ

います。 

 それから、２番目に、この高速増殖炉サイクルの大きな研究開発の中核であります「もんじ

ゅ」でございますが、これは皆様、大変ご心配をいただいておるかと思いますが、昨年の９月

にこの「もんじゅ」の屋外排気ダクト、万が一事故が起こった場合には、こちらから排気を行

わなければいけないという、その重要なダクトにつきまして、腐食、さびにより穴があいてし

まったということが発見されまして、これの補修工事のために今年の５月までかかってしまう

ということとなりまして、本年２月の運転再開を目指していたのですが、これはちょっと大幅

に修正せざるを得なくなったというような状況でございます。 

 「もんじゅ」につきましては、今、この運転再開に向けていろいろ耐震性の向上ですとか、

類似の腐食などによる問題がないかというような点検等々、今行っておりまして、この進捗状

況を踏まえてまた運転再開の新しいターゲットを決めて進んでいきたいというふうに考えてお

ります。 

 それ以外にも、大洗にございます常陽を活用した研究あるいは、東海にございますＭＯＸ燃

料製造施設を利用した研究について、また引き続き進めていきたいというふうに考えてござい

ます。 

 それから１枚めくっていただきまして、高レベル放射性廃棄物の地層処分技術の研究開発で

ございます。こちらにつきましては、経済産業省と共同で行っているプロジェクトでございま

す。これまでの成果といたしましては、今、この高レベル放射性廃棄物の研究開発を行うため

に、日本原子力研究開発機構では、北海道の幌延町、それから岐阜県の瑞浪市にそれぞれ研究

施設を持っておりまして、その地下500メートルないし1,000メートルまで掘削して科学的なデ

ータをとるという計画をしていますが、まずこの両施設で掘削をせずに地上からさまざまなデ

ータをとるという作業は終わっておりまして、その報告はこの平成18年度に既にまとめたとこ

ろでございます。 

 今、掘削をしながらの研究開発については、この一番下の丸になりますが、幌延につきまし

ては換気口が250メートルで、実際の研究用の縦穴につきましては140メートルまで掘削をして
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おりまして、さらに掘削を行いながらの研究を継続中であります。 

 瑞浪につきましては、これは目標が1,000メートルということでございますが、現在300メー

トルまで掘削をいたしまして、掘削を行いながらの研究開発ということを行っているところで

ございます。 

 今後、このさらに掘削しながらの研究を進めていくとともに、この右下の四角の２番目の丸

でございますが、国民に対する理解を促進していくということで、こちらは実は経済産業省の

委託を受けまして、この幌延の施設を利用して、国民の方にこの高レベル廃棄物の理解促進の

ための展示施設、体験施設のようなものも整備していこうというような計画となっております。 

 それでは、今度は４番目の使用済燃料の再処理技術の研究開発でございます。こちらの情勢

変化といたしましては、これは電力さんから原子力機構の東海再処理工場に使用済燃料の再処

理の委託をしていただいていたわけですが、これは18年の３月に終了しております。また、経

済産業省のほうからもご説明がありましたが、今六ヶ所の再処理工場が、ガラス固化溶融炉が

うまく進まないということがございまして、これは技術移転をしました原子力機構のほうでも

人的な支援、あるいはそのデータの取得提供といったような支援を行っておるというところで

ございます。 

 この目標達成、右下の囲みでございますが、今申し上げた六ヶ所の再処理工場への技術支援

につきましては、日本原子力研究開発機構のほうから技術者を派遣しておりまして、現在、２

月現在で41名出向しております。また、今までの累計をとりますと、337名の技術者の出向を

しているというところでございます。 

 また、今後ともさまざまな技術支援をしていくために、次の丸の下のひし形の２番目、３番

目にございますが、特に今問題となっているガラス固化に関する技術支援を引き続き行ってい

くとともに、その人材の確保、技術の継承ということが長期的には非常に大きいと思いますの

で、こちらにも取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 次の５ページ、廃止措置でございます。それから、放射性廃棄物の処理処分でございますが、

これはポイントといたしましては、昨年の通常国会で日本原子力研究開発機構が研究施設から

出る、これは民間分も含めまして、廃棄物の処分主体として、法改正によりまして位置づけら

れたところでございます。日本原子力開発機構のほうではこの法律に基づきまして、実際にど

のような研究所廃棄物をどのように埋設処分をしていくかという計画を策定しているところで

ございます。 

 それ以外にも、原子力機構のほうでは、解体途上の施設「ふげん」ですとか、あるいは原子
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力船「むつ」などの施設がございますが、こういうものの解体を引き続き精力的に進めていく

こととしております。 

 続きまして、６ページでございます。原子力の基礎・基盤研究、それから核不拡散技術の研

究でございます。こちらについては、これはこういう基礎研究につきましては、もう常に行っ

ていかなければいけないという課題でございますが、さまざまな成果も出ております。高速炉

の設計などに必要な核データのライブラリーの完成が、多分来年度中に行えるような状況にも

なっておりますし、あと核不拡散技術でございますと、その保障措置のために重要な課題、例

えばウランの微小粒子の同位体方法などについても、これは研究の成果が出ているところでご

ざいます。今後とも、このような取り組みを引き続き行っていきたいと考えております。 

 ７ページでございますが、高温ガス炉などの革新的原子力システムでございます。高温ガス

炉を用いました水素製造の技術につきましては、総合科学技術会議の革新的技術戦略の中でも

選定いただいたところでございますが、今、この技術につきましては、実際非常に高温でＩＳ

プロセスという化学的な反応で水素をつくっていくということの技術開発を行っておりまして、

特に高温、あるいは腐食環境で機能できるような設備の開発というところに力を入れて研究開

発を行っているところございます。 

 目標といたしましては、30ｍ3／ｈ程度の水素製造技術が確証していくということを目標に

しているところでございます。 

 続きまして、８ページでございますが、安全研究でございます。安全研究につきましては、

原子力安全委員会が定めました「原子力の重点安全研究計画」に基づいて、研究開発計画を進

めているところでございます。いろいろなデータ等々、成果が出ているところでございますが、

今後ともこの原子力安全委員会の計画に従い、研究を推進していきたいと思っております。 

 最後に９ページでございます。今までの研究開発につきましては、日本原子力研究開発機構

における取り組みでございましたが、私ども公募によりまして産官学の連携で原子力の研究開

発を行っていくための予算を持っておりまして、これを活用しまして、今原子力、原子炉、あ

るいは再処理に必要な材料の開発などの成果を上げてきているところでございます。 

 今後の取り組みといたしましては、今までこの３年ないし５年の研究で成果が出たものを、

もう少し規模を大きくして実用化に向けて取り組みたいというニーズをアンケート調査などか

ら私ども把握しておりまして、21年度予算からは、もう少し規模を大きくした研究を取り組ん

でいただくための発展型の技術開発事業というものも予算の中に盛り込んでおるというところ

でございます。 



 －28－

 以上、すみません、ちょっと駆け足でございましたが、文科省の重要な研究開発の進捗状況

というところでございます。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。大変せかすようで申しわけございませんでした。 

 ただいまの説明に対して、ご質問、現状における課題や問題点について、残り時間あと25分

ほどございますので、自由にご討議いただきたいと思います。どうぞ、名札を立ててご発言く

ださい。 

 田井委員、どうぞ。 

○田井委員 原子力についてはちょっと置いておきまして、最初に相澤議員が言われた、分野

別の戦略の見直しの要否ということから言うと、要否をするためのクライテリアは何かという

ことですよね。例えば、炭酸ガスの問題が大事なのであるのか、エネルギーのセキュリティが

問題であるのかというようなことをある程度はっきりさせないと、会議といってもなかなか難

しいですよね。ですから、今までやってきた、従来やってきたような、言ってみれば、各分野

のコメントを述べるしか手はないというふうなことになってしまいますので。 

 じゃ、現在の時点において、本当に2030年に、あるいは2050年に炭酸ガスがどうのこうのと

いうのであれば、どういうようなテーマをやっていけばそれが実現できそうだという、今のパ

ースペクティブを一応だれが出すかという問題なんですが、それを我々は出せないではない

か？我々はコメントを言うだけの立場にあるとするならば、だれかがお出しになって、それを

続けていく中で、去年はこうだった、来年はこうだということで予算をそのまま認めるのか、

増額するのか、減額するのかとやっていかないと、最終的には今までと同じように炭酸ガス削

減は実現できないのではないかなと心配するんですね。 

 そういう中で、大事なポイントはいくつもあると思うんですが、原子力については非常に大

事だとは思うんですけれども、今お聞きしたところ、やっぱり大きな方向でみて、日本の国内

の炭酸ガスの問題を議論しているのか、エネルギーセキュリティの問題を言っているのか、世

界の炭酸ガスの問題を言っているのか、よくわからない形の計画の中で、経産省さんと文科省

さんがそれぞれおやりになっているように見える。だから、何か全体で１つの仕組みの中に位

置づけられているという具合になっていない。もちろん位置付けられているとは思うのですけ

れども、表現を見ると、ちょっとやっぱり違うんですね。それはやはり、位置づけられた中で

それぞれがおやりになっているのかどうかを、少なくともみんなには見えるようにしないと、

まずいんじゃないかなと思います。 

 分散型電源については、意見を今は、言わないですけれども、そういう全体の構造がちょっ
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とまとまっていないのではないかなというのが意見ですね。そういうふうに思いました。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。 

 このあたりは、赤井委員、いろいろ長期のロードマップとか、かなり数値的な検討もなさっ

たかと思いますが、何か今のご質問に対して、コメントがありましたら。 

○赤井委員 私がコメントするような話でもないかもしれませんが、このエネルギーＰＴなの

で、エネルギーセキュリティが第一だという議論をして構わないと思いますし、原子力につい

ては、炭酸ガスの問題を言えば、日本であろうと世界であろうと、原子力抜きでＣＯ２削減を

語るというのは、現実問題としては全くナンセンスな話なので、そういった観点からは、自然

に位置づけられているんだろうなというふうに思っております。 

 今の文科省さんのほうかな、ちょっと教えてほしいというか、若干もう少し追加の資料があ

ったらいいなと思うのが、かつての原研さんと東電さんがくっついて新しい機構ができたわけ

ですけれども、そのときに多分それぞれに配分されている予算が統合されて、その中に一般会

計と特別会計という、今も若干特別会計は流動的ですけれども、使用目的がかなり限定される

予算と、そうじゃない、原研が主だったと思うんですけれども、そうじゃない予算とがあった

んですけれども、それの比率が新しい組織になってどういうふうに編成しているのか。今まで

どこかで資料を見せていただいたのかもしれませんけれども、そういったことがちょっと見た

いなと思いました。 

 というのは、ここを見ていると、例えば、基盤研究のところだったかな、研究所に属してい

るから基盤研究が大事だというつもりはもちろんないんですけれども、やはり全体として、全

体から見ると、基盤研究の予算というのが結構少ないなと思うのと、それから外部予算に少し

頼っている。２割ぐらい頼っているんですね。ですから、それこそがっちり足元を固めていか

なければいけないところで、予算獲得のために多分労力が少しというか、相当とられているよ

うな気がしまして、そのあたりが組織の問題と、その予算枠との問題、両方あって、どういう

ことになっているのかなというふうに思っています。これは、先ほどおっしゃった短期、中期、

長期ということで考えると、やはり今までここで何回か議論した人材育成の問題とかも含めて、

このあたりちゃんと見ておく必要があるのかなという印象を持ったので、ちょっとそういうこ

とをコメントさせていただきました。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。 

 ただいまの件は、文部科学省ですぐお答えいただけると思うので、まずそれだけちょっとお

願いします。 
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○板倉（文部科学省） 今、先生からご指摘いただいた、一般会計と特別会計の予算の推移で

ございますが、まず原子力機構の予算につきましては、これはかなり毎年削減、大体１％から

３％、４％のときもありますが、厳しい予算状況の中で削減されてきております。その中で、

削減率という観点からいたしますと、一般会計のほうが削減がやや大きいという状況になって

おりますが、これは資源配分の結果というよりも、それぞれの予算の持つ構造の問題といいま

すか、特別会計につきましては、税収ですね。電気料金に税金がかかっておりますので、税収

が増えるか減るかによりまして、この収入が左右されております。 

 一般会計につきましては、これはなかなか厳しい予算の中で削減されるという状況にありま

して、結果として見ますと、特別会計、電気使用量が伸びてきたというところもありますので、

特別会計のほうがだんだん比率が大きくなっているということが現状でございます。 

 また、確かにこの基盤研究の予算ですね。こちらに書いておりますのは、基盤研究をやるチ

ームということで特段区切っている方々の予算でありまして、これは実はＦＢＲをやられる方、

あるいは再処理をやられる方も、基礎的なところもありますれば、プロジェクト的なところも

ございます。そういう観点から、決してここが少ないからといって、原子力機構が基礎基盤研

究をおざなりにしているということではないのですが、集計上こういう数字が出てしまうとい

うことでございます。 

○赤井委員 ありがとうございました。 

○石谷委員 よろしいですか。 

○原沢参事官 先ほどご質問いただいた、クライテリアということにつきましてなんですが、

資料２-２の最後のページなんですが、こちらについては、主な研究開発課題と政策目標の関

係ということで、フォローアップの結果を俯瞰図という形で示そうということでございます。 

 エネルギー関係につきましては、その中の中政策目標の（４）のところでありますので、地

球温暖化・エネルギー問題の克服というような目標に向かって、今技術開発を進めていると。

そういうことでは二酸化炭素、エネルギーセキュリティ、両方がかかわってくるのかなという

ことなんですが、これに限らず、上の（３）についてはＩＴＥＲが入っておりますし、ＣＣＳ

については（５）に入っているということですが、（４）を中心にした形での取りまとめとい

うことで、クライテリアということではないんですが、やっぱり目標設定に対してどこまで達

成しているかというようなものを、非常に各省から上がってくるデータは膨大な量でございま

して、それを最終的にはこういう俯瞰図という形でお示しして、また次回、もし可能であれば、

審議いただけるのではないかと思っております。 
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○石谷委員 田井委員、よろしいですか。 

○田井委員 もちろん言われていることはわかるし、作業するのは大変なことなので、余り数

字にこだわるつもりはないんですけれども、でも今までみんなそうやってアナログ的にやって

きたわけですね。ですから、本当にもし日本が何か貢献しようとするのであれば、そのあたり

きちっとしないと、数字で言わないと、宣言しないと、わかってくれないんじゃないかなと、

私は思います。 

 原子力は、それはそれなりにやっているとは思いますけれども、なかなか時間のかかること

でもありますので。その時間と、それからやっている施策との関係が本当に成功しているのか

なというのを、やっぱりどこかで見たいなと。 

 いつもスケジュールは書くんだけれども、いつもどんどん後ろに遅れてしまいましたよね。

要するに、その真剣さがちょっと足りないんじゃないかと僕は思っているんです。その辺をや

っぱりきちっとフォローすべきだと思います。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。田井委員のご質問の趣旨は、2050年に向けて、

2030年から更にその何十％削減が必要だが、その削減が一体どこでできて、一体どの数字をこ

こでフォローアップするのかという、むしろ数量的なところのフォローアップが本当にここで

要求されているのかどうかだと思います。恐らく、数字つくりそのものがかなり大変な作業で

あったし、そこには仮定が山のように積み重なっていますから、本当はそれをつくった人でな

いとフォローアップもできないのが事実だと思います。しかし我々もその数字づくりに参加し

てきたわけで，ある程度のフォローは必要です。ここでどの数字をとるかによって評価結果も

変わるわけですが、これにも３つか４つあります。ただこの中の委員でも大分関与した方も多

いので、そういう方々のご意見も伺いながら、やはり本当に実現可能かどうかという観点で可

能性を見なおさなければいけない。 

 一方で、この委員会は大体２か月に１回か、一月に１回ぐらいやっていますが、その中で一

回に30分か40分議論しただけでそんなことができるはずがない。ですから、そういうことを本

気でやるのだったら、少しやり方を考えていかないと無理かもしれない。ここでできることは

何かといったあたりを一度峻別して、ここでできる範囲を明らかにして、それから必要であれ

ば、場合によってはさらに細かいグループに分けて検討する必要がある。それができるのかど

うかわかりませんが、そうでもしないととてもフォローアップができないだろうという印象を

持っております。 

 それから、少しでもそういった評価に近づけるということであれば、今度はもう少し定量的
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な資料を出していただいて、もともとの目標の数字がどこまで達成できたのかとか、このまま

いくと全体のつじつまが合わなくなるというようなことを早めにチェックできるような、質問

の仕方も考えなければいけないと思います。ただそう言う資料を要請されて、今度は各省庁で

それが本当にできるかというのも疑問でこれまた大変な話だと思います。この辺を含めて相澤

先生に全体のご判断をお願いしたいと思いますが、とりあえずそういう問題が提起されている

ということだけはよく記録しておいていただきたいと思います。 

 本田委員、どうぞ。 

○本田委員 この原子力の分野というのは、非常に我々というか、私自身にとっては勉強不足

のところが多くて、わからないところが非常に多いわけですけれども、とはいいながら、今ま

でＳＡＢＣ等でいろいろとお話を聞かせていただいて、一般の方よりは少しは知識があるかな

という中でも、非常にわからないことが多いという中で、例えば、最近新聞では、ある会社は

延命するよりもリプレースしたほうが安いということで、廃炉にして新しいのをつくると言い、

あるところは、いや、延命するほうがいいということで、これから10年、20年延命させると言

い、じゃあどちらがどうなのかと。それぞれは理由があるのでしょうけれども、じゃあどうい

うような理由でそうなるのか。それはほかのやつには適用できるのかどうかというような情報

の不足が課題の１つですね。 

 それから、２つ目には、いわゆる今の流れでいきましたら、軽水炉があって、次世代軽水炉

があって、ＦＢＲがあって、それで核融合というようになっているのですけれども、その間に

プルサーマルがあって、フルＭＯＸがあってとありますね。じゃあその軽水炉、プルサーマル、

フルＭＯＸ、次世代軽水炉、ＦＢＲ、そしてＩＴＥＲという、そういうのが時系列で並んでい

くのか。それとも、いわゆるフルＭＯＸの次世代軽水炉というやつがあるのか。また、そのプ

ルサーマルすることによって今の軽水炉は命が延びるのかと。要はそういうことの情報、これ

もよく情報が出ていないと思います。 

 そして、もしも、今2030年、多くのものがリプレースと言っていますけれども、これもいわ

ゆる先ほど延べました延命をされるという、そういうようなものが増えてくると、この2030年

のリプレースというのは後ろにずっと延びるのかと。もし延びるとすると、次世代軽水炉やＦ

ＢＲというものの導入時期というのはまた後ろへずっと延びていくのかというようなことです

ね。それがわからない。 

 それから、もう一つにつきましては、もしも2030年に最大ケースで101％伸びるとすれば、

平均年間では新たに17基ぐらい世界でつくらなければならないと。恐らくこういう原子力発電
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所というのは、いわゆる建設工期が10年近くかかるのじゃないかと。そうしますと、年間で同

時に世界で百何十基建設しているという時期があるのじゃないか。今、それでなくても原子炉

をつくる人材が不足していると、人材がいないという中で、本当にそういうことの可能性があ

るのかどうか。そういうことがわからないので、じゃ実際問題そういう2030年に、今から見ま

して世界で800基になるというのが現実にあるのかどうかというのがわからない。 

 というようなことで、今申し上げました５つ、例えば質問させていただいたのですけれども、

そういう意味で、私としては、この各種エネルギー技術革新計画の戦略的推進で、加速である

とか拡大であるということを１つこのＰＴで提言するとすれば、例えば、そういうふうなこと

におきましても、非常に情報不足で判断をすれば間違ったことを言ってしまいかねないと思い

ますので、そういう意味では、もっともっと情報を提供していただくということが必要じゃな

いかなというように思っています。 

 以上です。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。 

 ただいまの件は、資源エネルギー庁のほうでしょうね。上田企画官から、どうぞ。 

○上田（経済産業省） 非常に難しいご質問でありますけれども、１つは、リプレースのタイ

ミング等につきましては、これは最終的には電気事業者の経営判断ということになりますので、

ご指摘があったとおりに、一律的にこういった状況下にあって、早めのリプレースをしていく

方策をとるのか、あるいは延命をしていく方向にいくのかというどっちかという議論ではなく

て、各電力会社が、取り巻いている状況の中でそれぞれご判断をしていただくということかと

思います。ただ、だからといって、全くわかりませんということではなくて、今の環境問題の

高まりでありますとか、あるいは原子力を政策的に導入していくのかどうかといった大きなト

レンドを見ながら、遅れることなく日本もいろんな政策を打っていかなければいけないという

のも事実でございますので、そういった大きな方向性を見ながらこういった計画をつくってい

くことが必要であります。 

 特に、次世代軽水炉も高速増殖炉についても、グローバルなマーケットを出していくという

ことになりますと、これから特に新規に原子力発電を導入している国の政策ともマーケットと

いうのがリンクをしてくるということでございますので、非常に不確定な要因が増えてくると

いうのは事実であると思います。そのような状況の中で、いろんな新規導入国に向けてのいろ

んな支援を進めることが大事であり、これは人材面でありますとか、あるいは安全規制がどう

なっているのかとか、そもそも原子力発電のいいところはどこなのかといった情報を提供する
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ことによって、その国の政策なりあるいはマーケットも変わっていくということになりますの

で、各国ともそういった不確定の要因の中で国とその電気事業者あるいはメーカーがうまく連

携をとりながら、グローバルマーケットに出ていこうとしている、あるいはもう出ているとこ

ろもあるということでございますので、ちょっと非常にご質問のお答えになっていないところ

がありますけれども、今の大きなトレンドをにらみながら日本としても、特に国内もそうです

けれども、グローバルマーケットをにらみながら戦略的に進めていく必要があると。その中で

必要な取組を政策に落とし込んで実行しているという状況でございます。 

○石谷委員 本田委員、よろしいですか。 

○本田委員 要するに、今のお答えでも非常に抽象的でやっぱりわからないということですね。

例えば、さっきも言いましたように、じゃあ年間最大17基、例えば少なくても、それが５基、

６基というのを2030年までに毎年新たに建設すると、同時に世界で何十基とか100基のオーダ

ーで建設しなければ、数がいかないわけですよね。だから、そういうのは陣容としては、これ

は田井さんに聞いたほうがいいですかね。世界ではあるのですか。と、例えばのところ。 

 今おっしゃったいろいろな世界のグローバルと言いながら、じゃ2030年まで、将来たくさん

世界で要求が出たときに、2030年までに入るやつは今で言う軽水炉なのか、次世代軽水炉なの

か。もし、2030年に今の軽水炉が入っていけば、また世界でＦＢＲであるとか、次世代軽水炉

の要求時期というのは、またずっと後ろに延びるわけですね、それは。じゃあグローバルマー

ケットとしてＦＢＲとか次世代軽水炉の必要性というのは、後ろへ延びるのじゃないかと思う

のですよね。そこがわからない。やっぱり何かそれなりのコメント、情報を提供していただか

なければ、こっちもコメントしようがないのですね。 

○板倉（文部科学省） すみません、全体じゃないのですけれども、ＦＢＲの導入時期の話に

ついてコメントさせていただきたいと思うのですけれども、我々は2050年に実用炉、それでそ

の前に2025年に実証炉を導入しようと思っているのですけれども、これは今の軽水炉の寿命で

ございますとか、あるいは次世代炉の寿命、あるいは導入時期にかかわらずこの計画は進めな

ければいけないと思っております。なぜかといいますと、ＦＢＲを実際に電力会社さんが導入

するかしないかという判断を行うに当たって一番大きいのは、本当にその軽水炉と比較して経

済性で本当に匹敵するようなものができるのかどうかというところが、一番大きな論点となっ

ております。 

 それをやはり実証炉である程度経済性を示して、実用炉で本当に匹敵することができるのか

どうかということを示さないと、いわば世界の電気事業者さんが本当に導入すべき原子炉に値
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するのかどうかというところが議論できなくなってしまうということになりますので、そこは

とりあえず最初の実証炉を１基、あるいは１基から２基なのかもしれませんが、それについて

は本当に、やはり経済性を示すためという観点からも、私どもこの計画どおりに進めていく必

要があるのかなというふうに考えております。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。 

 私も原子力関係は素人で、今のお話を伺っていると、一つ一つの研究開発の目標とか、スペ

ックというか、目標の目的というのは非常によくわかりますが、最初に田井委員が質問された

ように、本当にＣＯ２を半減するのなら、原子力が例えば何十％いるとか、そういう基本計画

と整合していないといけない。その上で、これを達成するためのロードマップが書かれている

のかどうかをはっきりさせて頂きたい。何年に一体どのぐらいの原子炉が稼働していて、どこ

の時点でどのぐらい技術が変わっていくというような、期待値でもいいので、そういうロード

マップがあるとわかりやすいと思います。2050年になって初めて実証するというような話にな

ると、ちょっと心もとないというのが本田委員のご質問の趣旨じゃないかと思います。原子力

以外でも細かい分野ごとに、ロードマップというのがいろいろ出ててそれが達成できるかどう

かは今後の技術の進展次第ですが、少なくとも原子力みたいに非常に重要なところが明確にな

っていないと全体の実現性はこころもとない。何か何となく技術目標だけで議論されても、実

際のどのぐらいの原子炉がここまでに完成していなければいけないというような具体的な計画

の上で、50％削減とか30％削減の姿が示されていることが必要かと思います。もし技術目標と

具体的なロードマップとが結びついていれば、ぜひそういう１つの絵を見せていただきたいと

いうのが、ご質問の趣旨だったと思います。私もその辺の情報があれば、次の機会にでもぜひ

まとめて出していただきたいと思いますが、お持ちなんでしょうか。 

○板倉（文部科学省） 話が非常に限定されて申しわけないですけれども、高速増殖炉につき

ましては、私ども経済産業省といろいろお話の中で、やはり将来像として、いろいろなさまざ

まな過程がありますけれども、将来従来型の軽水炉がどこまで使われて、あるいは次世代軽水

炉も導入された中で高速増殖炉というものがどう導入していくかということについては、私ど

もの科学技術・学術審議会でございますとか、経済産業省の総合資源エネルギー調査会のほう

で議論した結果というものもございますので、そういうのをご紹介することは可能かと思って

おります。 

○石谷委員 ぜひ具体的にこの長期の革新計画に基づいた削減計画といいますか、長期の需要

見通しや技術進展目標に整合した数値で、将来像がこういうものだというイメージがわかるよ
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うな資料を次の機会にでもぜひ見せていただきたいので、よろしくお願い致します。 

○上田（経済産業省） 先ほどのご質問についてなんですけれども、これは長期エネルギー需

給見通しの中で、2030年までに原子力がどれぐらい必要となるのかということについては、そ

れはいろんな省エネの努力がどのぐらい行われるのかということによっていろいろケースがあ

るといった見通しの計算をしております。 

○石谷委員 そこはよくわかっているのですが、その中で一体どういう原子炉といいますか、

技術が分布して、どういう絵を描いていらっしゃるか。もちろん、それは早めに達成できるか

もしれないし、遅れるかもしれないけれども、その場合には一体何をもってこういう対応をと

られるかといったあたりの、やや具体的に我々がわかる技術のあり方、それを見せていただき

たいと思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 極端なことを言うと、新技術が間に合わなければ現存の軽水炉だけ延ばしていってもいいの

かもしれませんが、そのあたりの考え方とか、ロードマップをぜひ見せていただきたいと思い

ます。どうせ検討されておられると思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それじゃ、松村委員、どうぞ。 

○松村委員 似たようなことをお話ししようかと思ったんですが、まず先ほどのクライテリア

というところが重要です。環境とエネルギー、両方大事だということですけれども、国際技術

競争というか、原子力産業の育成、そういう観点から考えると、国内の炭酸ガスとエネルギー

問題だけであれば、何となくぼやっとした目標、さっき言ったクールアース50の中で説明がつ

きますから、産業競争力の育成という、経産省側の面から見ると、今おっしゃっているのは文

科省なんですけれども、から見ると、諸外国の動向というのがあり、これみんな共同研究的な

動向なんですけれどもね。どこまでにここをやらないと負けちゃうとか、そういったような目

標というのは、立てられると思うんです。 

 一方、廃棄処理みたいに国内問題については、どれぐらいの時期かとここに書いてあるとお

りなんですけれども、そういった国際競争とか、それから国内の問題になっていっても、文科

省も経産省も共通の問題なんで、先ほど田中先生が省庁合同と言っていましたけれども、例え

ばＩＴＥＲなんか国際合同しているわけですよね。ですから、今の目標の面もありますけれど

も、それぞれ省庁が、これ相当昔からやっているので、用意ドンのときのスタートラインの目

標の置き方が違うんで、ひょっとしたらそれぞれ考え方がちがっているのかなという気がする

んですよね。 

 例えば、今の軽水炉、高速増殖炉なんかにしても、「もんじゅ」が現場であれば、当然経産
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省と、予算の額が相当違うんですけれども、一緒にできるはずだし、例えば廃棄処理にしても

２カ所、実際のフィールドでやっているので、一緒のプロジェクトでやれば、そのときの目標

というのは両省庁で共通の目標というのは立てられるような気がするんです。恐らくその共通

の目標がないと、途中のフォローアップもできないでしょうし、特に原子力の場合は、ここの

さっきのフォローアップのフォーマットが21年と22年なんですよね。2030年とか40年のプロジ

ェクトをものすごく微分値を評価しようとしても難しいわけです。だから、そういった意味で、

やっぱり今言った長期ロードマップというのが必要で、その中で今どこまで進んでいるという

のがないと、恐らく各論の各年のフォローアップってできないような気がするんです。 

○石谷委員 どうぞ、山下委員。 

○山下委員 １点、先ほど本田委員がおっしゃったんですけれども、人材育成もやはり長期的

な視点の中、あるいは省庁間の連携の中できちんと位置づけて、どの程度の人材がどの分野に

必要かというのはやはり描いておかないと、後々かなり問題になる可能性があるというふうに

感じております。経産省さんの資料の中でも、やはり13ページのところで人材のところをちょ

っと触れられておりますけれども、技術だけではなく、それを支える人材というのも入れてお

く必要が必ずあると思います。 

○石谷委員 いろいろな局面がありますが、長期的な人材もやはり10年、20年の遅れがありま

すから、長期的なイメージを見せていただいて、その上で本当に人材供給が足りているのか、

不足しているのかといったあたりの判断のもとになるものを、ぜひまとめて出していただけれ

ばと思いますので、両省庁にはよろしくお願いしたいと思います。 

 何か難しい話だと思いますが、原子力関係者の中ではいろいろ議論を進めていらっしゃると

思いますので、我々にわかるような形でぜひ見せていただけたらと思っています。 

○赤井委員 簡単なことで、ロードマップという、クライテリアにおいてロードマップで原子

力の炉型なり何なりをこう配置するということなので、そのときに気をつけなければいけない

のは、そこは余りやり過ぎると過度の選択と過度の集中の根拠というか、そうすべきだという

議論に結びついてしまうので、そうじゃなくて、技術はやっぱりそれぞれの断面で多様性があ

るべきだし、例えば私が学生のころは、今のやつのほかに新型転換炉だとか、発電用の高温ガ

ス炉だとか、そういったいろんなオプションもあって、それなりにそれぞれの分野の研究開発

というのは役割を担っていたはずなので、そのあたりの誤解を受けないような、そういうとこ

ろが重要なんだという観点をきちんと入れた見せ方をしないとまずいなという気がしておりま

す。 
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○石谷委員 ありがとうございます。もちろん、こういう将来の技術は確実に実現すべき最低

限の話と、それから将来の期待というのか、ハイリスク、ハイリターンのものと同時にやるべ

きことだと思います。ただ、我々が今議論していたのは、恐らく将来の全体像が見えないでた

だ並んでいるように見えると判断出来ないので、そこはぜひ１つの具体的な絵を見せていただ

きたい。これは一例にすぎず、更により進んだ技術、例えばＩＴＥＲなどが実現すれば、より

確実にＣＯ２削減が出来るわけですが，基本的な将来像がないと判断ができません。原子力エ

ネルギーは特に重要な分野ですから、それをぜひ見せていただきたいということだと思います。

赤井委員のおっしゃることはごもっともで、これはどの分野でも同じことだと思います。 

 時間が押しておりまして、もう一つ議題があったのですが、これはスキップしてよいという

ことなので、本日はここで終了させていただきます。もし何かご意見がありましたら、またメ

ールで事務局に適宜お願いしたいと思います。 

 最後に、相澤先生にまとめのごあいさつをお願いいたします。 

○相澤座長 大変ご熱心なご議論ありがとうございました。今日はフォローアップということ

が２つのフェーズで出てきておりました。１つは、第３期科学技術基本計画のフォローアップ

ということであります。このことにつきましては、先ほどフォーマットで説明がありましたよ

うに、基本計画における理念、それから大政策目標、中政策目標、およびその達成度について

のフォローアップということが、中心であります。この件につきましては、先ほど来出てまい

りましたアナログ的というか、定量的でないような結果のフォローアップということで、これ

はやむを得ないのではないかというふうに思います。 

 もう一つは本日提起させていただいた環境エネルギー技術革新計画のフォローアップ。これ

はご指摘がありましたように、エネルギーＰＴがこの技術革新計画を策定したわけではござい

ませんから、そのフォローアップというのはいささか問題かもしれません。しかしながら、私

たちの問題意識も皆様が先ほど来出していただいているようなところにありまして、このまま

この環境エネルギー技術革新計画が進むとしても、どこが全体を把握し、それを展開していく

のかというところが不明確であります。そこで、少なくとも当初立てられた計画については、

技術面を中心としてしっかりとフォローアップをすることが必要であろうということでありま

す。このフォローアップは必ずしも目標値に向かってどう進んでいるかというとらえ方よりも、

各省でどういうような取り組みを進め、どこまで進んでいるのかと。この裏づけをとって全体

像を描きたいというところが第１点であります。 

 そのために、ご指摘の問題のようなことがいろいろありますので、それを踏まえて、より具
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体的なロードマップのもとに進めていくという体制に何とか切り替えていきたいと。これが、

先ほどのフォローアップの項目の中の２番目に掲げてあるところでございます。これを進める

にはまだまだいろいろとバリアがあるかと思いますが、ぜひこの２番目のところの進め方につ

いては、当初からこのエネルギーＰＴでも議論していただきながら進めていきたいというふう

に思っております。 

 いろんなことが混沌としているような状態であることは、皆様ご指摘のとおりだと思います。

ぜひはっきりとした方向性を示す方向に進めていきたいと思いますので、ご協力をよろしくお

願い申し上げます。 

 それでは。 

○石谷委員 どうもありがとうございました。こちらの議論が先走ったようで、今の相澤先生

のお話で、多少は肩の荷が下りたようでございますが、進めていきたいと思います。 

 それでは、進行を事務局にお返しします。 

○原沢参事官 石谷先生、どうもありがとうございました。 

 本日の議事及び資料につきましては、この後発言者の確認をとった後に、ホームページ等に

て公開といたします。 

 次回のＰＴでございますけれども、３月２５日水曜日３時からということで、共用の第３特

別会議室（２階）にて開催いたします。 

 本日は、遅くまで活発な議論をどうもありがとうございました。 

 それでは、散会といたします。どうもありがとうございました。 

午後７時０７分 閉会 

 


